
 

平成  年  月  日 

株式会社日本政策金融公庫 御中 

    （国民生活事業）            

              住 所 

                       商号又は氏名                  印 

                       代 表 者 名 
 

海 外 展 開 事 業 計 画 書 （ ク ー ル ジ ャ パ ン ）  
 

１ 海外展開

事業の内容 

 

２ クールジ

ャパンの推

進に資する

事業の内容 

事業内容 
 

該当する要件にチェックを入れてください。 以下の記載必要項目 

 

（１）□ 株式会社海外需要開拓支援機構（以下「機構」という。）が
出資を行う商業施設等への出店される方 

項番３（１）（海外直接投資の場合） 
項番４（海外直接投資の場合） 

（２）□ 機構から出資等を受ける者又は上記の者と直接取引する方 

項番３ 
項番４（海外直接投資の場合） 

 取引相手 
□ 機構から出資等を受けている事業者 
□ 機構が出資等を行う商業施設等への出店者 

 取引内容 □ 製造委託 □ 情報成果物作成委託 

（３）□ 一定の要件を満たす補助金を受けている方 
（補助金名：                         ） 項番３（１）（海外直接投資の場合）

項番４（海外直接投資の場合） （４）□ 一定の要件を満たす補助金を受けた事業者から当該補助事業
に基づいて認定又は選定を受けている方 

３ 収支予測 （１）□ 融資後５年以内に減価償却前売上高経常利益率が３％を超える見込みです。 

   融資後５年間の収支予測は以下のとおりです（注１）。 

   （単位：万円） 

  直近の決算期 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後  

 ①売上高（Ａ）       

 上記のうち、前２（２）

の取引相手にかかる

売上高（Ｂ） 
―   ― ― ― 

（Ｂ）／（Ａ）×100 ―   ― ― ― 

②売上原価（仕入高）       

③売上総利益（①－②）       

④販売費及び一般管理費       

⑤営業利益（③－④）       

⑥経常利益（注２）       

 ⑦減価償却費       

 減価償却前売上高

経常利益率 

（⑥＋⑦）÷①×１００ 

 

 

   ％ 

 

 

  ％  ％ ％ ％ ％ 

（注１）国内事業と海外展開事業の合算で記入してください。 
（注２）個人企業の場合は、「所得」を記入してください。 

（２）□ 前２（２）に該当する場合における、取引相手への取引依存度が２０％以上となる見込です。 
     見込は（１）の収支計画のとおりです。 

４ 雇用の維

持 

□ 融資後５年後についても、借入申込時点の本邦内の従業員数を維持します。 
 
（公庫処理欄） 

借入申込時点の本邦内の従業員数 （   ）名 
確認書類 □ 賃金台帳 □ 従業員数を把握できる帳簿等 

 
 

 


